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Ⅰ 行政評価の実施概要 
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１ 行政評価制度の目的 

本区が実施する事業について、当該事業の必要性、効率性、目標の達成状況等を

評価することにより、事業の改善すべき点等を明らかにすることで、成果重視の効

率的な行政運営を行うこと、区民への説明責任を果たすこと及び区職員の政策立案

能力を向上させることを目的としています。 

当該行政評価の結果を、今後の政策立案及び予算編成に活用することで、より効

果的な行財政運営につなげてまいります。 

 

２ 実施方法 

（１）財務レポートを活用した評価 

江戸川区財務諸表（江戸川区会計事務規則（昭和 39 年３月江戸川区規則第２

号）第 126 条の規定により作成した決算参考書をいいます。）を基に作成する「財

務レポート」に基づき、江戸川区外部評価委員（以下、「外部評価委員」といいま

す。）が区の事業に対し、専門的見地及び区民の立場から評価・意見を述べ、行政

評価シートを作成します。 

それら行政評価シートと、評価の対象となった財務レポートを行政評価結果と

して公表しています。 

◎外部評価委員（５名）※敬称略 

 氏   名 備   考 

委員長 白木 三秀 
早稲田大学名誉教授・国士舘大学大学院

客員教授 

委 員 

（五十音順） 

江原 春美 区民委員 

棚橋 公夫 公認会計士 

間瀬 恵二 ㈱不二製作所 代表取締役会長 

横山  巖 東工･バレックス㈱ 取締役会長 

 

（２）評価の視点 

行政評価シート（P.9 参照）に基づき、下記①～⑤の評価項目を各委員が５段

階で評価し、その平均値を評価結果としています。 

①組織／事業の目的・目標 … 組織／事業の目的・目標の設定が適切か 

②成果指標 … 成果指標の設定が適切か 

③費用対効果 … 適切な費用で効果的に事業が行われているか 

④課題認識 … 今後の課題認識が的確か 

⑤[特定事業のみ]今後の事業の推進 … 継続して事業を推進すべきか 
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（３）対象部局（全 15 部局） 

今回、評価対象とした部局は以下のとおりとなります。 

経営企画部、ＳＤＧｓ推進部、新庁舎･施設整備部、危機管理部、総務部、 

都市開発部、環境部、文化共育部、生活振興部、産業経済部、福祉部、 

子ども家庭部、健康部、土木部、教育委員会事務局 

※事務事業が評価の対象となるため、会計課及び監査委員事務局は対象から除く 

※選挙管理委員会事務局及び区議会事務局については対象となる財務レポート 

が１種類であり、一昨年度実施しているため今年度は対象外 

 

（４）評価対象の選定基準 

「令和３年度財務レポート」の中から、下記①、②のいずれかに当てはまる課別

または特定事業別財務レポートを各部局から１つ選定しています。 

①拡大・縮小・廃止など、事業の再構築に向けた検討を行うことが適当と考え 

られる事業 

②その他、行政評価を実施することが特に必要であると認められる事業 

 

（５）令和４年度 江戸川区行政評価 外部評価委員会の開催経過 

日 程 議 題 

９月２日(金) 
第１回 江戸川区行政評価外部評価委員会 

○江戸川区担当課へのヒアリング（９事業） 

９月６日(火) 
第２回 江戸川区行政評価外部評価委員会 

○江戸川区担当課へのヒアリング（６事業） 

 

  

3



 

 

 

Ⅱ 各種資料の記載内容 
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１ 組織目標

２ 所管事務

３ 令和２年度の財務分析を踏まえた今後の課題

４ 事業の成果

５ 財務情報 　
①行政コスト計算書 （千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

③キャッシュ・フロー収支差額集計表 （千円）

【平成29年度　経営企画部財政課　課別（歳出目別）財務レポート】

セグメント
款 項 目（課別） 特定事業

○○○費 ○○○費 ○○○費 -

成果指標 26年度 27年度 28年度 29年度 成果指標の説明

成
果
の
説
明

勘定科目 27年度 28年度(A) 29年度(B) C=B-A 勘定科目 27年度 28年度(D) 29年度(E) F=E-D

203 118

不納欠損引当金繰入額 0

0 0 0
物件費 9,823 9,579 6,915 △ 2,664 特別区財政調整交付金 89,924,613 92,393,056 90,162,567 △ 2,230,489
給与関係費 87,294 91,550 87,873 △ 3,677

行
政
収
入

地方税 0

　うち委託料 7,996 6,834 0 0 0
維持補修費 0 0 0 0

0 0扶助費 0 0 0 0

4,661 △ 2,173 国庫支出金 0

0 0 0 0

都支出金 0 0 0 0

使用料及手数料
分担金及負担金 0 0

19,259,402 16,483,776 17,488,140 1,004,364
109,184,015 108,876,832 107,650,707 △ 1,226,125

△ 1,240,729

45,715

0 0 小計 H
減価償却費 0 0 0 0 その他

0

0 金融収支差額 J 262,318 187,810 233,525

賞与・退職引当金繰入額 6,054 13,360 34,187 20,827 行政収支差額 I=H-G 109,080,845 108,762,259 107,521,530

決
算
額
の
主
な
内
訳

3,974 0 850 850
特別収支差額 N=M-L 3,974 0 850 850 当期収支差額 O=K+N 109,347,136 108,950,069 107,755,905 △ 1,194,164

勘定科目 金額

△ 1,195,014

特別費用 小計 L 0 0 0 0 特別収入 小計 M
小計 G 103,171 114,573 129,177 14,604 通常収支差額 K=I+J 109,343,163 108,950,069 107,755,055

行
政
費
用

補助費等 0 85

その他 0 0 0

収支差額 D=A+B+C
行政サービス活動収支差額 A

勘定科目 金額 勘定科目 金額
行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

１ 課別財務レポートの記載内容

【セグメント】

作成単位を示しています。
【組織目標】

組織として課題の解決やその実現を目指す目標を示しています。

【所管事務】

「所管事務」を記載しています。

【令和２年度の財務分析を踏まえた今後の課題】

令和２年度財務レポートの分析により抽出された課題を記載しています。

【事業の成果】

セグメントの全体的な成果を表す指標や、成果の説明を記載しています。

成果指標の数値化が困難な場合、「成果の説明」欄に定性的な説明を

具体的に記載しています。

【行政コスト計算書】

主な勘定科目を記載しています。

「その他」の勘定科目は以下のとおりです。

○「行政費用 その他」

・投資的経費、繰出金、貸倒引当金繰入額、その他行政費用

○「行政収入 その他」

・地方譲与税、地方特例交付金、その他交付金等、財産収入、諸収入、寄附金、繰入金、その他行政収入

○「金融収支差額」＝「受取利息及配当金」－「公債費（利子）」－「特別区債発行費」

○特別費用

・固定資産売却損、固定資産除却損、災害復旧費、不納欠損額、貸倒損失、その他特別費用

○特別収入

・固定資産売却益、その他特別収入

※但し、特別会計については、

①「地方税」が「保険料」となっています。

②「維持補修費」の欄はありません。

③「特別区財政調整交付金」の欄はありません。

④「特別収支差額」の欄の下に「一般会計繰出金」の欄を、

「当期収支差額」の欄の下に「一般会計繰入金」の欄を、

さらに「一般会計繰入金」の欄の下に「再計」の欄を加えています。

【決算額の主な内訳】

行政コスト計算書に計上されている勘定科目について、決算額の主な内訳を記載しています。

【主な増減理由】

行政コスト計算書に計上されている勘定科目について、決算額の主な増減理由を記載しています。

【キャッシュ・フロー収支差額集計表】

現金収支の状況を、経常的収支をあらわす「行政サービス活動収支」、

投資的収支をあらわす「社会資本整備等投資活動収支」、

地方債等の収支をあらわす「財務活動収支」、

の３つに区分しています。この総合計が収支差額です。
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④貸借対照表 （千円）

流動資産 G 流動負債 J

固定資産 H 固定負債 K

⑤貸借対照表の特徴的事項

６ 財務構造分析 ７ 個別分析
◆行政コスト計算書／行政費用の性質別割合

◆財政調整交付金と経常収支比率の推移

◆人に関わるコストの内訳

◆その他の分析指標

８ 総　括
①事業の成果及び財務分析

②「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題

29年度(E) F=E-D
53,304,579 53,332,701 28,122

勘定科目 28年度(A) 29年度(B) C=B-A 勘定科目 28年度(D)

収入未済 0 0 0 還付未済金

その他 53,304,579 53,332,701 28,122 賞与引当金
不納欠損引当金 0 0 0 特別区債

122,831,520 140,744,593 17,913,073

建物 0 0 0 退職給与引当金
土地 0 0 0 特別区債

インフラ資産 0 0 0 正味財産の部 
工作物 0 0 0 負債の部合計 L=J+K

建設仮勘定 0 0 0 正味財産の部合計 M=I-L

資産の部合計 I=G+H 負債及び正味財産の部合計 N=L+M

その他 122,831,520 140,744,593 17,913,073

決
算
額
の
主
な
内
訳

◆グラフ

　　 行政コスト計算書を入力すると自動的に反映されます

28
年
度

29
年
度

27
年
度

給与関係費

68.0%

物件費

5.4%

その他

26.6%

給与関係費

79.9%

物件費

8.4%

その他

11.7%

給与関係費

84.6%

物件費

9.5%

その他

5.9%

（人・千円）

年
度

項目 常勤職員 非常勤職員 臨時職員 その他

人数 11 - - -

金額 87,873 - - -

うち時間外手当 4,870

人数 12 - - -

金額 91,550 - - -

うち時間外手当 6,644

人数 △ 1 - - -

金額 △ 3,677 - - -

うち時間外手当 △ 1,774

29
年
度

28
年
度

対
前
年
度

指標 26年度 27年度 28年度 29年度

財政力指数 0.38 0.39 0.40

億円 ％

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 年度

74.4

84.5

79.8

76.9

73.8

90.0

85.0

860

892 899

924

902

70.0

75.0

80.0

928

799 795 794 798

71.2

79.9

83.0

84.6900

850

800

750

950

指　　標 27年度 28年度 29年度

区民一人あたりのコスト 150円 165円 186円

区民一人あたりの資産額 231,553円 256,045円 280,112円

区民一人あたりの負債額 98円 98円 130円

【貸借対照表】

主な勘定科目を記載しています。「その他」の勘定科目は以下のとおりです。

○「流動資産 その他」

・現金預金、財政調整基金、短期貸付金、貸倒引当金、その他流動資産

○「固定資産 その他」

・立木、無形固定資産、重要物品、有価証券及出資金、長期貸付金、貸倒引当金、

その他債権、基金積立金（財政調整基金を除く）、ソフトウェア資産、その他投資等

※リース資産・リース債務があるセグメントは、勘定科目を表示しています。

【決算額の主な内訳】

貸借対照表に計上されている勘定科目について、決算額の主な内訳を記載しています。

【主な増減理由】

貸借対照表に計上されている勘定科目について、決算額の主な増減理由を記載しています。

【行政費用の性質別割合】

行政費用の性質別割合をグラフで示すことにより、

どのような費用で構成されているかを示しています。

また、３ヵ年の比較も示しています。

【個別分析 グラフ】

セグメントごとに選定した指標をグラフで

示しています。

【その他の分析指標】

「区民一人あたりのコスト、資産額、負債額」

を示しています。また、３ヵ年の比較も示しています。

原則として算出方法は以下のとおりです。

○区民一人あたりのコスト

＝(行政コスト計算書 行政費用の合計)

/(令和3年4月1現在人口)

○区民一人あたりの資産額

＝(貸借対照表 資産の合計)/(令和4年4月1現在人口)

○区民一人あたりの負債額

＝(貸借対照表 負債の合計)/(令和4年4月1現在人口)

【事業の成果及び財務分析】

令和３年度の取り組みを振返り、前年度との比較を踏まえ成果と財務情報を交えて分析し、総括しています。

【人に関わるコストの内訳】

人に関わる経費を示しています。

また、前年度との比較も示しています。

○「常勤職員」

再任用フル・短時間職員を含みます。

○「非常勤職員」

江戸川区非常勤職員に関する規則及び

江戸川区教育委員会非常勤職員に関する規則

別表第１に定めた非常勤職員

○「臨時職員」

臨時職員取扱要綱第２条に定めた職員

年間の勤務日数を、延人数として換算しています。

○「その他」

区長、副区長、教育長、区議会議員、行政委員、附属

機関の構成員等上の区分に含まれない人に関わるコスト

【「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題】

「事業の成果及び財務分析」を踏まえ、組織目標を実現するための課題を記載しています。

6



１ 事業の目的

２ 施設の基本情報【指定管理施設】

３ 令和２年度の財務分析を踏まえた今後の課題

４ 事業の成果

５ 財務情報
①行政コスト計算書 （千円）

②行政コスト計算書の特徴的事項

③単位あたりコスト情報 （円）

特定事業 Ａ分類
【平成29年度　文化共育部スポーツ振興課　特定事業別財務レポート】

セグメント
款 項 目

減価償却費
補助費等
扶助費
維持補修費
　うち委託料
物件費
給与関係費

年度 年度 年度

○○○費 ○○○費 ○○○費 ○○○○管理経費

施 設 名 施
設
の
内
容

所 在 地
建 物 面 積
建 設 年 月 日 減価償却累計額
開館時間・休館日

有形固定資産取得価格

成果指標の説明成果指標 年度

成
果
の
説
明

勘定科目 年度

行
政
費
用

行
政
収
入

地方税

分担金及負担金

不納欠損引当金繰入額

賞与・退職引当金繰入額

都支出金

年度(D) 年度(E) F=E-D年度(A) 年度(B) C=B-A 勘定科目 年度

特別区財政調整交付金

国庫支出金

小計 H
その他
使用料及手数料

行政収支差額 I=H-G

小計 G 通常収支差額 K=I+J
その他 金融収支差額 J

特別費用 小計 L 特別収入 小計 M
特別収支差額 N=M-L 当期収支差額 O=K+N

決
算
額
の
主
な
内
訳

勘定科目

主
な
増
減
理
由

勘定科目

指標 年度 実績 単位 単位あたりコスト 対前年度 単位あたりコスト増減理由

２ 特定事業別財務レポートの記載内容

【セグメント】作成単位を示しています。
【事業の目的】

事業の目的を簡潔に記載しています。

【施設の基本情報／事業の基本情報】

セグメントの基本情報を記載しています。

なお、複数施設を所有しているセグメントは、別記しています。

【令和２年度の財務分析を踏まえた今後の課題】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【事業の成果】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【行政コスト計算書】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【行政コスト計算書 「決算額の主な内訳」「主な増減理由」】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【単位あたりコスト情報】

事業の効率性を分析するためや、事業のボリュームを把握するため、単位あたりコストを算出しています。

原則として「行政コスト計算書 行政費用小計Ｇ」÷「単位あたりコスト情報 実績（利用者数等）」で算出しています。

なお、指定管理者が利用料金を収入している場合は、別の算出方法となります。（195頁参照）

【分類】

Ａ分類：所管施設があり､受益者負担がある事業

Ｂ分類：所管施設があり､受益者負担がない事業

Ｃ分類：受益者負担がある事業

Ｄ分類：各課が上記以外で必要と認める事業

（区民から注目されている事業､多額の経費が

かかっている事業など）
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④貸借対照表 （千円）

流動資産 G 流動負債 J

固定資産 H 固定負債 K

⑤貸借対照表の特徴的事項

６ 財務構造分析 ７ 個別分析
◆行政コスト計算書／行政費用の性質別割合

◆人に関わるコストの内訳

８ 総　括
①事業の成果及び財務分析

②「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題

その他

勘定科目 年度(A) 年度(D) 年度(E) F=E-D

決
算
額
の
主
な
内
訳

勘定科目

年度(B) C=B-A 勘定科目

収入未済 還付未済金
不納欠損引当金 特別区債

賞与引当金

建物 退職給与引当金
土地 特別区債

インフラ資産 正味財産の部 
工作物 負債の部合計 L=J+K

建設仮勘定
その他

正味財産の部合計 M=I-L

負債及び正味財産の部合計 N=L+M資産の部合計 I=G+H

主
な
増
減
理
由

勘定科目

◆グラフ

　　行政コスト計算書を入力すると自動的に反映されます

◆有形固定資産減価償却率と受益者負担比率の推移

29
年
度

○○○費

○○%
○○○費

○○%
その他

○○%

28
年
度

○○○費
○○%

○○○費
○○%

その他
○○%

27
年
度

○○○費

○○%
○○○費

○○%
その他

○○%

【貸借対照表】

【貸借対照表 「決算額の主な内訳」「主な増減理由」】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【行政費用の性質別割合】

については、「課別財務レポート」と同様です。

（人・千円）

年度 項目 常勤職員 非常勤職員 臨時職員 その他

人数

金額

人数

金額

人数

金額

29年度

28年度

対前年度

指　　標 27年度 28年度 29年度

有形固定資産減価償却率

受益者負担比率

【人に関わるコストの内訳】

については、時間外手当を除き「課別財務レポート」

と同様です。

【個別分析 グラフ】

については、「課別財務レポート」と同様です。

【その他の分析指標】

「有形固定資産減価償却率」（Ａ分類・Ｂ分類）、「受益者負担比率」（Ａ分類・Ｃ分類）を記載しています。

原則として下記のとおり算出しています。

○有形固定資産減価償却率

＝（貸借対照表 減価償却累計額）／（貸借対照表 有形固定資産取得額）

○受益者負担比率

＝（行政コスト計算書 使用料等）／（行政コスト計算書 行政費用）

※指定管理者が利用料金を収入している場合は、別の算出方法となります。（195頁参照）

８ 総 括

【事業の成果及び財務分析】、

【「事業の成果及び財務分析」を踏まえた今後の課題】

については、「課別財務レポート」と同様です。
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分類

平均

平均

平均

平均

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号

款 項 目 特定事業

１．組織／事業の
　　目的・目標

２．成果指標

３．費用対効果

４．課題認識

・目的、目標の設定が適切であるか

・今後の課題認識が的確であるか

外部評価委員会評価 所属

評価項目 評価　及び　評価の視点

・適切な費用で効果的に行われているか

・成果指標の設定が適切であるか

総合評価
（評価項目の平均値） /5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

質　問　等　事　項

外部評価委員の意見

　 主管課の回答

○外部評価委員からの質問

【外部評価委員会の意見】

外部評価委員より寄せられた意見を

記載しています。

【質問等事項】

財務レポートや事業の内容について、外部評価委員からの質問事項

及び主管課からの回答を記載しています。

【総合評価（評価項目の平均値）】

各評価項目の平均値を総合評価として

記載しています。

財務レポートに記載の予算科目等を記載しています。

担当部署を記載しています。

３ 行政評価シートの記載内容

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき

【評価 及び 評価の視点】

外部評価委員が各評価項目を

５段階で評価し、各委員の平

均点を記載しています。

※課別財務レポートについては、

評価項目｢今後の事業推進｣を

除外
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Ⅲ 行政評価結果 
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〈評価対象となった財務レポート一覧〉 

○特定事業欄が「－」となっている場合、課別財務レポートが対象となる。 

○下記所属については、令和４年度組織改正に伴い、当該部署名に変更となっています。 

※令和３年度所属：（２）ＳＤＧｓ推進部ＳＤＧｓ推進課 

整理 

番号 部署名 款 項 目 特定事業（分類） 

１ 経営企画部企画課 経営企画費 経営企画費 企画調整費 － 

２ 

ＳＤＧｓ推進部ともに

生きるまち推進課

（※） 

ＳＤＧｓ推進費 ＳＤＧｓ推進費 ＳＤＧｓ推進費 － 

３ 
新庁舎・施設整備部

新庁舎整備課 

新庁舎・施設整

備費 

新庁舎・施設整備

費 

新庁舎建設推進

費 

新庁舎建設経費

（Ｄ） 

４ 
危機管理部地域防

災課 

危機管理費 防災危機管理費 地域防災費 地域防災関係費

（Ｄ） 

５ 総務部課税課 総務費 徴税費 課税費 － 

６ 
都市開発部建築指

導課 

都市開発費 住宅費 住宅関係費 住宅等耐震化促進

事業費（Ｄ） 

７ 
環境部水とみどりの

課 

環境費 環境整備費 緑化公園費 街路樹関係経費

（Ｄ） 

８ 
文化共育部健全育

成課 

文化共育費 社会教育費 健全育成費 共育プラザ管理経

費（Ｂ） 

９ 
生活振興部地域振

興課 

生活振興費 地域振興総務費 地域振興費 新川さくら館管理

経費（Ａ） 

10 
産業経済部産業経

済課 

産業経済費 商工・農業水産費 産業経済費 － 

11 
福祉部福祉推進課 福祉費 社会福祉費 福祉推進費 くすのきクラブ助成

費（Ｄ） 

12 
子ども家庭部子育て

支援課・保育課 

子ども家庭費 児童福祉費 子育て支援費 

保育関係費 

保育園管理経費

（Ａ） 

13 
健康部健康サービス

課 

健康費 保健衛生費 健康サービス費 妊産婦保健指導費

（Ｄ） 

14 土木部街路橋梁課 土木費 道路橋梁費 街路橋梁費 道路関係経費（Ｄ） 

15 
教育委員会事務局

学務課 

教育費 教育費 学務費 － 
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分類

-

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

総合評価
（評価項目の平均値） 4.30

○要となる課であることから、先見性と広い視野をもって事業に当たっていただきたい。
○「共生社会ビジョン」の策定は、未来の区民のために今できることを考える素晴らしい事業だと
理解している。
○結果的には、区民全体の幸福度が増加するように区政が運営されているかが成果指標になると思
う。
○５年以上先を見据えた上でのバックキャストは必要であるが、３年前に新型コロナの蔓延やウク
ライナ問題を予見することはできなかった。突発的なことが起こる前提を持つことも必要である。

平均

/5.00
外部評価委員の意見

【特定事業のみ】

外部評価委員の評価 所属 経営企画部企画課

評価項目 評価　及び　評価の視点

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

平均

4.6

平均

4.2

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 1

款 項 目 特定事業

経営企画費 経営企画費 企画調整費 －

・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

3.8

平均

4.6

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○包括連携協定の中身（目的・内容）について知りたい。
【回答】地域の活性化や区民サービスの向上などを目的として、子育て支援や教育、福祉といった
幅広い分野において民間の企業・団体との連携事業を推進するため、協定を締結しています。
　具体的には、高齢者の買い物支援（移動スーパー）や、利用金額の一部が区内の子どもたちの輝
ける未来に役立てられる「えどがわ子ども未来WAON」事業などを実施しています。また、直近では
新型コロナウイルス感染者移送用車両を提供頂くなど、様々な連携事業を行っています。

○人に関わるコストのトータルが減少しているのに対し、時間外手当は増加している。業務量に対
して人員が足りていないのではないか。
【回答】当課の業務の特性として、定型的な業務以外にも、新型コロナ対応に係る全庁的な調整
や、新たな課題に対する庁内検討の推進など、社会情勢等の変化により柔軟な対応が求められる業
務があります。また令和３年度は、新たな長期構想である「2100年の江戸川区（共生社会ビジョ
ン）」の策定に係る業務があったため、例年より時間外手当が増加しました。今後もより効率的か
つ効果的に業務に取り組んでまいります。

質 問 等 事 項
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分類

-

外部評価委員の評価 所属 ＳＤＧｓ推進部ともに生きるまち推進課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか
平均

3.8

平均

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 2

款 項 目 特定事業

ＳＤＧｓ推進費 ＳＤＧｓ推進費 ＳＤＧｓ推進費 －

平均

4.8

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

3.8

平均

4.2

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○SDGsの認知度を高め、行動するための動機付けをすることは意義がある。
○コロナ禍で関連団体を通じての広報活動が困難な状態であるが、小中学校などでの推進を先行し
ていくことで、コロナがある程度収まれば一気に認知度を上げられるのではないか。
○具体的な推進策が見えない。
○重要な施策であるが、課題がどの程度まで解決すれば本課の役割が終了するのか、検討する必要
がある。
○SDGsによってどのように行政の取り組みが変化したかについても、指標の対象にしていただきた
い。SDGsによる行政の変化を区民にアピールすることによって、より認知度も上がるのではない
か。
○SDGsは、一つひとつ見れば昔の日本人が当たり前にしていた丁寧な暮らしのことである。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.15 /5.00

外部評価委員の意見

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○SDGs認知度の向上分のうち、江戸川区の貢献部分を教えていただきたい。
【回答】令和４年３月に実施したWEBアンケートでは、「SDGsをどこで知りましたか」という問い
に対し、メディア：47％、仕事：30％、区の広報：９％、家族：５％、区の施設：４％、学校：
３％、その他：２％という結果であったことから、メディア・仕事・その他の割合を除いた約２割
相当が区の貢献部分と考えられます。

○SDGs推進部という名称で、いつまで業務が続く見込みか。
【回答】SDGsの到達目標は2030年までとなっていますが、部の名称が変わっても同様の業務はなく
ならないと考えています。

質 問 等 事 項
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分類

D

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

所属 新庁舎・施設整備部新庁舎整備課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

平均

4.6

平均

4.4

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 3

款 項 目 特定事業

新庁舎・施設整備費 新庁舎・施設整備費 新庁舎建設推進費 新庁舎建設経費

外部評価委員の評価

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

外部評価委員の意見

○新庁舎の完成を心待ちにしている。
○区民への情報発信や、準備組合の合意形成・方針の共有を、継続的・積極的に進める必要があ
る。
○気候変動による災害が懸念されるため、「災害対応の拠点」として69万区民を守る、たくましい
庁舎になることを期待している。
○今後DXが進んでいく。今までの考え方では思いつかない庁舎の利用法も出てくると思われるた
め、それらへも対応可能な計画を織り込んでいただきたい。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.52 /5.00

4.8

平均

平均

4.4

平均

4.4

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき

22



○将来的には区役所の業務も変わってくると思うが、そのことを考慮しているか。
【回答】100年使うことを目標としているため、可変性をテーマに柔軟性のある計画にしていま
す。

質 問 等 事 項
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分類

D

○最重要の課題であり、避難場所の確保、避難者の誘導方法など、いろいろなシミュレーションを
行いながら準備を進めていただきたい。
○この事業は現在の江戸川区にとって最大の関心事である。事業の成果指標には備蓄食糧数だけで
なく、事業の目的にもある関係機関との連絡網の整備、連携防災組織とのシミュレーション、備蓄
食糧の配布方法の確立など、多くの項目を考えるべきである。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.20 /5.00

外部評価委員の評価 所属 危機管理部地域防災課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

外部評価委員の意見

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 4

款 項 目 特定事業

危機管理費 防災危機管理費 地域防災費 地域防災関係費

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

平均

平均

4.8

平均

4.0

平均

4.4

4.0

平均

3.8

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき

26



質 問 等 事 項

○江戸川区では、地震以外にも荒川上流地域などの大量降雨による河川氾濫の被害も想定される。
江戸川区の大半が水没することが見込まれる場合の対策はあるか。
【回答】広域避難が必要となる巨大台風や大雨のおそれがある場合には、江東５区共同で段階的に
広域避難を呼びかける情報を発表します。

○想定避難者数に変化が見られないのはなぜか。
【回答】江戸川区地域防災計画における想定避難者数は、東京都防災会議が公表している「東京湾
北部地震」の想定避難者数に基づいています。財務レポート作成時点では都公表の想定数が更新さ
れていなかったため、変化がない状態になっています。
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分類

-

５．今後の事業
　　推進

外部評価委員の意見

○電子化が進展することは望ましいが、担当職員のスキルアップ、知識の習得を継続的に促進する
ための費用なども必要なのではないか。
○税申告の電子化やRPAの利用促進、将来的には税務の標準化システムの利用による生産性の向上
が期待できる。さらにはAIなどの活用も考えられる。そのような中においては、常勤職員を半減す
るくらいの目標を持つべきではないか。
○江戸川区全体でのRPA活用を期待している。区内企業にも参考となる事例を伝えていただきた
い。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.30

平均

外部評価委員の評価 所属 総務部課税課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

/5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 5

款 項 目 特定事業

総務費 徴税費 課税費 －

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

4.6

平均

4.2

平均

4.2

平均

4.2

平均
１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき

30



質 問 等 事 項

○年間のクレーム件数と主な内容、その割合を教えていただきだい。
【回答】内容の強弱があり件数は未集計ですが、日々、電話等で発生しています。個々のクレーム
について、状況を丁寧に聞き取り、必要に応じて修正の申告を促す等の対応を行っています。ま
た、法令・規則や制度上、希望に添えない事案には粘り強くご説明し、ご納得いただけるように対
応しています。

○電子情報提供件数は、誰に対するどのような情報提供か。
【回答】住民税の税情報を必要とする自治体等に対し、「本区で保有している特別区民税・都民税
の賦課に関する情報」を提供することです。

○RPAの機器は何台導入したか。また、それに伴う費用はいくらか。
【回答】２台導入し、費用はハードを含めて240万円です。
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分類

D

外部評価委員の評価 所属 都市開発部建築指導課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

総合評価
（評価項目の平均値） 4.12

４．課題認識

4.0

平均

4.0

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 6

款 項 目 特定事業

都市開発費 住宅費 住宅関係費 住宅等耐震化促進事業費

平均

・適切な費用で効果的に行われているか

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

・今後の課題認識が的確であるか

○戸建て住宅の耐震化率が向上しているのは望ましいことである。
○区内の中小工場も、耐震化促進の対象に組み入れるべきではないか。
○耐震化率97％と表示するだけではなく、耐震化された戸数や目標戸数も示さないと、理解・評価
が難しい。

4.4

平均

3.8

平均

平均

4.4

/5.00
外部評価委員の意見

３．費用対効果

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき

34



○単位当たりコスト情報の数値についてより詳細に教えていただきたい。
【回答】指標毎に要した行政コストを算出し、その値を実績値（戸数・棟数）で割り返した数値と
なっています。

質 問 等 事 項
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分類

D

外部評価委員の評価 所属 環境部水とみどりの課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

総合評価
（評価項目の平均値） 4.40

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか
平均

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 7

款 項 目 特定事業

環境費 環境整備費 緑化公園費 街路樹関係経費

4.4

平均

4.2

外部評価委員の意見

/5.00

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

平均

4.6

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

○江戸川区の街路樹の整備状況は素晴らしい。
○街に樹木が多いのは江戸川区民の誇りである。
○水とみどりは江戸川区の誇るべき施策である。みどりが多いと人の心も穏やかになると感じてい
る。
○事業の成果として、街路樹の路線数の変化をあげているが、路線の距離数の変化を示したほうが
評価しやすい。

平均

4.8

平均

4.0

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○古木に対して思い入れがある人もいる。古木を伐採する際の基準が難しいのではないか。
【回答】樹木医の診断を経て、どうしても切らなければならない木だけを伐採しています。

○路線数が６路線減少していることと、管理樹木の本数が７本減少していることの関係を教えてい
ただきたい。
【回答】路線数については、その数を精査した結果減少となりました。管理樹木の本数について
は、樹木の撤去等を実施した結果減少となりました。２つの数値の減少に直接的な関係はありませ
ん。

質 問 等 事 項

○今後の課題に「樹木の更新等」とあるが、具体的なイメージを教えていただきたい。
【回答】樹木の過度な成長は、維持管理コストを増加させるため、計画的に古木を若木へ植え替え
ることを検討し、維持管理コストを抑えていきます。
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分類

B

外部評価委員の評価 所属 文化共育部健全育成課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 8

款 項 目 特定事業

文化共育費 社会教育費 健全育成費 共育プラザ管理経費

○青少年育成は大切なことである。
○個々人が一層孤立化している現在の状況から見て、共育プラザは必要な事業である。
○中高生の居場所をできるだけ多くすることが望ましい。
○女性の社会進出が進んでいくことで、学校から帰宅しても母親が不在の状況が増加する。これか
らは、放課後時間に健全に過ごせることや世代間交流が出来ることなどが、非常に重要になるので
はないか。
○コロナ禍の影響で利用者が減少したことはやむを得ないことである。
○「eスポーツ交流大会」や「10代の挑戦」のオンライン開催は、いいアイデアである。
○「スポーツ」と言っても、eスポーツは実際のスポーツとは違い、小中学生の発達への影響も懸
念される。実際に体を動かすことも大事ではないか。

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか
平均

4.0

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

総合評価
（評価項目の平均値） 4.40 /5.00

外部評価委員の意見

平均

4.6

平均

4.4

平均

4.4

平均

4.6

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき

42



○「ユースサポート」事業に関して、現在江戸川区にはどれくらい不登校児童がいるか。
【回答】教育委員会資料（令和２年度末調査）によると、小学生308人、中学生805人、計1,113人
です。

○単位当たりコスト情報に関して、利用者の延べ人数と、利用回数ごとの人数を教えていただきた
い。
【回答】令和３年度延べ人数は99,974人です。令和３年度、回数ごとの人数のデータを取っている
のは１施設のみですが、登録者数2,066人のうち、１回以上1,034人、２回以上733人、３回以上569
人、10回以上183人、100回以上２人で、最多来館数は258回です。

○近い将来、全館が受託運営となるのか。
【回答】現在、全７館中５館が委託運営であり、来年度残り２館を委託する方針です。

○共育プラザ葛西の樹木数が変更されているのは何故か。
【回答】子ども家庭部に移管した共育プラザ葛西の土地の一部(884.5㎡)に樹木が付随しているた
めです。

質 問 等 事 項
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分類

A

外部評価委員の評価 所属 生活振興部地域振興課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

平均

4.4

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

４．課題認識

３．費用対効果

○新川は区の東西をつなぐ重要水路である。
○新川さくら館は、各種取り組みを行う中で、地域の賑わいなどに貢献している。
○新川のほとりを日々散歩する区民は多い。その途中に休める施設があるのはありがたい。コロナ
禍の中でも一定の賑わいがある。
○自主事業の喫茶や物販には、色々な創意工夫があった。今後もチャレンジしていただきたい。
○YouTubeを活用してPR活動を行えばよいのではないか。

質 問 等 事 項

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 9

款 項 目 特定事業

生活振興費 地域振興総務費 地域振興費 新川さくら館管理経費

平均

4.4

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

総合評価
（評価項目の平均値） 4.20 /5.00

外部評価委員の意見

平均

4.4

・今後の課題認識が的確であるか

平均

3.8

平均

4.0

・適切な費用で効果的に行われているか

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○受益者負担額の数字が、資料から読み取れないのはなぜか。
【回答】受益者負担額は、指定管理者の収入となるためです。 （利用料金収入 1,589千円、指定
管理者の事業収入 11,312千円　合計 12,901千円）

○ドラマの撮影に使われたことはあるか。
【回答】開設以来、ドラマの撮影に使用されたことはありません。

○若者を巻き込んで賑わいに貢献していく取り組みを教えていただきたい。
【回答】「浴衣撮影会と金魚ちょうちん船」（中止）、金魚ちょうちん飾付（中止）、企画展示
「戦国武将の甲冑展」などの取り組みです。

○事業の成果における「利用率」とは、何に対しての利用率か。
【回答】総利用可能時間を利用された時間で割ったものです。（利用された時間／総利用可能時間
×100＝利用率）
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分類

-

所属

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

産業経済部産業経済課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

外部評価委員の評価

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

平均

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 10

款 項 目 特定事業

産業経済費 商工・農業水産費 産業経済費 －

○区内の産業振興・維持にとって、大きな意義を有する事業である。
○オンラインを用いて同業種内、異業種内の交流機会を増やしてはどうか。
○商店会などはコロナの影響をまともに受けた上に、昨今の物価高騰が追い打ちをかけている。行
政としてしっかり支えていただきたい。
○IT化、デジタル化、DX化、AI化、ロボット化などは、具体的な効果や運用例がないと、導入に踏
み込みづらい。区内に限らず、先進企業や都などの具体的な活動を紹介するとよいのではないか。
○コロナの収束が見えない中、予算についての見込みが少々甘かったように思う。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.45 /5.00

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

外部評価委員の意見

平均

4.0

平均

4.6

平均

5.0

平均

4.2

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○弱者救済だけでなく、強い業界をさらに伸ばすという観点が大事ではないか。例えば、著名人に
講演してもらい刺激を与えるなど、志が高い人を育成すべきではないか。
【回答】伸びる業界に注力して支援することも必要ですが、元気がない業界への支援とのバランス
が重要です。志が高い人の育成という視点を持って取り組んでいきます。

質 問 等 事 項

51



52



53



分類

D

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

平均

3.8

平均

4.4

【特定事業のみ】

外部評価委員の評価

平均

4.4

所属 福祉部福祉推進課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 11

款 項 目 特定事業

福祉費 社会福祉費 福祉推進費 くすのきクラブ助成費

・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

○認知症の予防対策にも、くすのきクラブの活動は必要である。
○区内に高齢者の居場所を増やすことは重要である。くすのきクラブの設立方法をより広く周知す
る方法を検討していただきたい。
○連合会が結成60周年を迎えるなど息の長い活動を行ってきたが、クラブ未加入者が加入したくな
るような、さらなる魅力的な活動を期待したい。
○60代、70代でも現役で働く人が増えている現在、基本的な考え方を変える時期ではないか。高齢
者の今までの経験を活かした社会貢献的な活動（ボランティアで地域清掃や子どもの見守りなど）
に力を入れるべきではないか。
○既存クラブに新規加入するのは勇気がいる。例えば、同じ会場を利用している複数の団体が合同
で行事を行い、それに合わせて合同の会員募集説明会を行えばよいのではないか。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.04 /5.00

外部評価委員の意見

平均

3.8

平均

3.8

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○高齢者が何にどれくらい時間を費やしているか等、高齢者のライフスタイルについて調査したこ
とがあるか。
【回答】生活実態について調査したことはありません。

○熟年しあわせ計画とくすのきクラブの関係は何か。
【回答】熟年しあわせ計画には、くすのきクラブへの支援等の生きがい施策が位置付けられていま
す。

○元気な高齢者も多いため、リズム運動ではなく、もう少し動きのあるスポーツを取り入れてもよ
いのではないか。
【回答】そのような要望を受けて、くすのきスポーツクラブを始めています。今後は、文化クラブ
等も検討しています。

質 問 等 事 項
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分類

A

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

外部評価委員の意見

○私立保育園への補助費用が拡大されているが、さらに民営化を進めたほうが、費用対効果が高い
のではないか。
○令和４年度の待機児童０人の達成は、申込者の減少も要因にあるが、素晴らしいことである。
○保育事業には大きな費用が掛かるが、必要な費用である。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.52 /5.00

4.6

外部評価委員の評価 所属 子ども家庭部子育て支援課・保育課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 12

款 項 目 特定事業

子ども家庭費 児童福祉費 子育て支援費・保育関係費 保育園管理経費

平均

平均

4.4

平均

4.4

平均

4.6

平均

4.6

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○区立保育園と私立保育園では、どちらの運営コストが高いか。
【回答】区立保育園は職員の人件費や施設維持費等のコストが主であり、私立保育園には運営費と
して国・都・区から補助金を支出しています。それらを比較すると、区立保育園のほうがコストは
高くなっています。

質 問 等 事 項

○保育園ごとに給与格差があり、その格差が保育の質の差につながるのではないか。
【回答】経験の差が給与の差に繋がりますが、経験の浅い保育士でもしっかりとした保育ができる
よう、保育の質の向上に努めています。なお、私立保育園では在籍児童数に応じて運営費の補助が
決まりますが、人件費を手厚くすることで、人材を確保しようと工夫している園もあるようです。

○入園希望者が減少するのは令和何年頃の見込みか。
【回答】新型コロナウイルス感染症の影響がどの程度あるかは不明ですが、令和２年度の5,024人
（認定こども園、地域型保育含む）をピークに既に減少傾向にあります。

○事業の成果における区立保育園の保育料が下がっているのはなぜか。
【回答】令和元年10月からの幼児教育・保育の無償化により減少しています。

○ハード面の整備・拡充だけでなく、保育内容の質的改善についても方針を示していただきたい。
【回答】保育所における自己評価ガイドラインを基に、子ども一人ひとりの理解と、目指す保育の
実践に向けて、各園の自己評価から報告、交流、結果の公表を行い、全園が保育の質の向上に向け
て協同で取り組んでいきます。また、江戸川区の幼児教育・保育施設全体の質の向上を図るため
に、保育のあるべき姿や目標を示す「江戸川区保育の質ガイドライン」を今年度中に策定予定で
す。
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分類

D

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

4.4

平均

4.4

３．費用対効果

外部評価委員の評価 所属 健康部健康サービス課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 13

款 項 目 特定事業

健康費 保健衛生費 健康サービス費 妊産婦保健指導費

・適切な費用で効果的に行われているか
平均

4.8

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○若い世代が安心して子育てできる優しい区であるべく、事業に取り組んでいる姿勢こそが素晴ら
しいことである。
○区外から江戸川区に転入し、実家が遠い区民が増えているため、妊婦の産前産後ケアの重要性が
増している。
○自宅からオンラインで相談できる体制の構築は、今求められるサービスであるため、早急に進め
ていただきたい。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.56 /5.00

外部評価委員の意見

平均

4.8

平均

4.4

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○令和２年度の訪問型開始の以前は、別のサービスがあったのか。
【回答】保健師による訪問を実施していました。

○新生児訪問の利用率はどれくらいか。
【回答】新生児訪問は無料で利用可能なため、約半数の方に利用いただいています。

○産後ケアを利用しない人にとっては、この事業は不要ということか。
【回答】訪問、通所、宿泊を合わせて利用者は１割程度です。親族のケア等があり、利用の必要が
ない人もいます。

○妊婦検診を途中で辞めてしまう人がいるのはなぜか。
【回答】最後まで受診することを勧めていますが、出産に至らない方や予定より早く出産となる方
もいますし、体調が安定していることにより回数を省略してしまう方もいます。

質 問 等 事 項
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分類

D

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか
平均

4.4

○電線等の地中化が進んだ道路は、空が広いと感じられ清々しい。
○各路線で残っている移転困難者との合意形成は大変だが、ぜひ推進していただきたい。

５．今後の事業
　　推進

外部評価委員の意見

所属 土木部街路橋梁課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

平均

4.6

平均

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 14

款 項 目 特定事業

土木費 道路橋梁費 街路橋梁費 道路関係経費

外部評価委員の評価

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

総合評価
（評価項目の平均値） 4.32 /5.00

4.0

平均

4.0

平均

4.6

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○成果の説明で、事業用地取得26件・道路用地１件20㎡取得とあるが、固定資産を見ると土地が
22,220千円しか増えていないのはなぜか。
【回答】当該取得の土地は、道路など社会生活の基盤となる資産のため、インフラ資産1,431,551
千円増の中に含まれています。なお固定資産の土地（22,220千円増）とは、道路事業で取得した残
地等の行政財産（道路区域外の土地）を表しています。

○インフラ資産は減価償却の対象となるか。
【回答】インフラ資産の中でも項目が分かれており、減価償却されるものとされないものがありま
す。

○今後、電気自動車・水素自動車が増えた場合、道路関係ではどのような課題が想定されるか。
【回答】電気自動車や水素自動車の普及によりCO2排出量が削減され、気候変動緩和策に繋がるも
のと考えています。
これら低炭素化車両の導入を促進するためにも、電気給電や水素充填等のステーション普及は必須
であり、今後これらのサービスを提供できる道路環境づくりが求められると考えています。

質 問 等 事 項
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分類

-

外部評価委員の評価 所属 教育委員会事務局学務課

評価項目 評価　及び　評価の視点 評価項目に係る意見

１．組織／事業の
　　目的・目標

・目的、目標の設定が適切であるか

２．成果指標

・成果指標の設定が適切であるか

平均

令和４年度 江戸川区行政評価シート
整理
番号 15

款 項 目 特定事業

教育費 教育費 学務費 －

４．課題認識

・今後の課題認識が的確であるか

3.8

平均

4.2

３．費用対効果

・適切な費用で効果的に行われているか

【特定事業のみ】 ・継続して事業を推進すべきか

５．今後の事業
　　推進

平均

○子育て中の親を支えるのは大切なことである。
○対象業務の範囲が広すぎるのではないか。

総合評価
（評価項目の平均値） 4.05 /5.00

外部評価委員の意見

4.6

平均

3.6

平均

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

適切でない 適切である

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

１ ２ ３ ４ ５

効果的でない 効果的である

的確でない 的確である

事業を

見直すべき

継続して

推進すべき

一部事業を

見直すべき
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○インターナショナルスクールと公立学校の両方に籍を置いている児童は何人いるか。
【回答】163名います。

○給食の調理業務委託から、栄養士を含む運営業務委託に順次切り替えていくとあるが、どのよう
なメリットがあるか。また、数字的にはどの程度の効果があるのか。
【回答】①栄養士が急な欠勤の際、会社から代替職員が派遣されるため、欠員の補充が容易にでき
るようになりました。また、栄養職員の産休、育休、病欠等の代替職員に関する事務等が軽減され
ています。
②栄養士の人件費が2割程度削減されています。

○日本語学級に通う外国人児童は何人いるか。
【回答】現在、73名です。

○インターナショナルスクールを卒業すると、公立学校卒業資格も得られるのか。
【回答】インターナショナルスクール卒業は、小学校卒業の資格とはなりません。そのため、公立
学校に籍を置いた上で、インターナショナルスクールに通うことになります。籍がある公立学校で
は、学期に一度学習状況等を確認し、滞っている場合は、進級を止めることもあります。
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